（Ｈ23年4月）

· BCP（事業継続計画）ってご存知ですか？
先月号で、今回の大震災にあたり「自然災害は必ず起こるという前提で、世の中のシステムをすべて再構築すべき」と申し上げましたが、企業活動において地震を含めた緊急事態を想定した上で、それぞれのケースで企業としてどのように対応すべきかを予めシュミレーションし、それを生かして早期に復旧を果たした企業があるようです。
BCP（business continuity plan；ビジネス コンティニュイティ プラン）とは、「事業継続計画」と訳されてますが、企業が自然災害、大火災、設備事故、感染症、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇したときに、事業資産の損害を最小限に食い止めながら、その企業の中核となる事業を継続もしくは早期に復旧させることを目的に、平常時に何を行わなければならないか、また緊急時にとるべき行動は何か、を取り決めておく計画のことです。
BCPを展開する上で重要なことは以下の5点です。
1 優先して継続・復旧すべき中核事業を特定する。
2 緊急時における中核事業の目標復旧時間を定めておく。

3 緊急時に提供できるサービスのレベルについて顧客と予め協議しておく。

4 事業拠点や生産設備、仕入品調達等の代替策を用意しておく。

5 全従業員と事業継続についてコミュニケーションを図っておく。

緊急事態は突然発生します。BCP導入のメリットは、何も備えを行っていない企業と比較して早期に中核事業を維持・復旧させることができ、それによって取引先や市場の信頼を得ることができ、結果的に以前にも増して事業の拡大につなげることができる、とも考えられています。
冒頭に紹介した、今回の大震災においてBCPを生かして早期復旧を果たした会社の記事が宮城県の河北新報から4/3付で配信されてますので、今後の活動の参考としたいものです。
· 宮城県名取市のリサイクル業「オイルプラントナトリ」（23年1月にBCPを策定）
海岸近くにある廃油や廃プラスチックの再処理工場は、タンク15基の2/3が流失し、プラント建屋も破壊された。廃油回収業務は震災後約1週間で再開。3/22には残ったタンク車と設備で工場廃水の中和処理も始めた。会社は震災直後、従業員約40人を避難させ、登記上の本社がある内陸側の民家に本社機能を移した。廃油回収の再開に当たっては、県内の同業者と連携した。BCPには運送業者など支援を頼める協力会社を盛り込んでいた。
· 仙台市若林区の建設業「皆成建設」（22年3月にBCPを策定）
建物の一部に被害があったが、地震翌日の3/12から社員約40人の半数を動員。復旧作業に向けた地域の被害調査に着手した。従業員の安否を確認するメールの自動発信システムを導入するなどしていた。　（工藤克己）
